
１　地域医療連携推進事業 2,488,184

27,000

27,000

地域における患者
情報共有システム
等充実事業

患者情報共有システムの参加医療機関の拡
大を支援するため、情報公開のために必要
なサーバの整備を支援

・対象：医療情報を提供する医療機関
・内容：情報公開に必要なサーバーの整備費の一部
        助成
・経費内訳：@10,000×2病院×1/2

( 10,000)

医療ネットワーク
セキュリティ基盤
整備事業

患者情報の安全な共有と地域での円滑な病
病連携・病診連携を図るため、日本医師会
の電子署名機能付きセキュリティ基盤に変
更するシステム改修経費を支援

・事業主体：県医師会
・内容：①医療従事者HPKI対応システム
　　　　②既存システム改修費
・対象範囲：むこねっと

( 13,000)

圏域医療ネット
ワーク整備検討事
業

圏域レベルでの医療情報ネットワークが無
い圏域において、新たにネットワークを構
築しようとする場合の検討会開催経費を支
援

・事業主体：市、町、医療機関、医療関係団体又は
　　　　　　当該事業の目的のために組織された協
　　　　　　議会等
・内容：検討会等開催費
・経費内訳：１組織あたり1,000×4圏域

( 4,000)

2,461,184

地域医療構想の達成に向け急性期から回復
期等への病床の機能転換を推進するため、
医療機関の病床機能転換に伴う施設・設備
整備を支援

・対象：医療機関
・内容：地域医療構想において不足とされる病床への
        機能転換にかかる施設設備、医療機器
・経費内訳：
  ①基準額：新増改築5,187、改修3,624、改装:200
　②設備整備：回復期10,800、高度急性期21,600
　③転換整備病床数　1,370床/年
　④補助率：1/2

1,000,000

医療と介護が一体化したサービスを提供す
る体制を全県へ普及していくために、H30年
度に実施したモデル事業内容について関係
者で検討を行い、その検討内容を報告する
フォーラムを開催

・対象：医療機関
・内容：フォーラム開催経費
・経費内訳：500

500

助産師の活躍の場を整備するため、助産所
の開設に必要な施設・設備整備にかかる費
用を助成

・事業主体：民間病院等
・内容：院内助産所等の施設整備にかかる経費を補助
・経費内訳：事業費 4,043

4,043

姫路循環器病センターと製鉄記念広畑病院
を統合再編し、中播磨・西播磨圏域におい
て、安定的・継続的に高度で良質な医療を
提供する新病院を整備

・事業主体：県立姫路循環器病センター、製鉄記念
　　　　　　広畑病院
・内容：建設費、機器整備費等
・経費内訳：事業費 1,374,454

1,374,454

通院負担軽減や日常リハビリの頻度向上の
ため、診療・リハビリ・相談機能を有する
県東部拠点を阪神圏域に設置

・事業主体：県
・内容：障害児者リハビリに対応した拠点を整備
・経費内訳：建物改修費 68,000
　　　　　　事務・リハビリ用品購入費 12,000

80,000

地域医療構想調整会議の中心的協議資料と
なる病床機能報告の分析および地域医療構
想の促進を支援

・事業主体：県
・内容：①病床機能報告の分析
　　　　②地域医療構想の促進支援
・経費内訳：①2,007
　　　　　　②180

2,187

(1) ICTを活用した地域医療ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤の整備

圏域医療ネットワーク構築支援事業

病床機能転換推進事業

医療・介護サービス一
体促進事業

助産所等施設設備整備
事業

県立はりま姫路総合医
療センター（仮称）の
整備

地域医療構想推進体制
強化事業

(2) 医療提供体制の改革

県東部障害児リハビリ
テーション拠点整備事
業
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２　在宅医療体制推進事業 320,030

(1)在宅医療体制の整備・人材の養成 282,575

在宅医療地域ネッ
トワーク整備事業

ICT活用による多職種連携ツール「バイタル
リンク」システムの導入を支援するととも
に在宅医療にかかる各種支援情報のデータ
ベース化と支援調整員を配置

・事業主体：県医師会
・内容：①情報共有化及び在宅医療連携システムを先導
　　　　　的地域から順次導入
　　　　②在宅医療推進調整員
・経費内訳
　　　　・多職種連携ツールの導入等　30,800
        ・在宅医療機能・マップ相談システム　3,630
        ・在宅医療推進相談調整員　8,553

42,983

医療的ケア児等の退院を促進するための
セーフティネットとして、医療型短期入所
のための空床を確保する医療機関を支援

・事業主体：医療機関
・内容：空床確保に要する経費
・経費内訳：@21.1×365日×2床

15,403

在宅医療の充実を図るため、県及び地域在
宅医療推進協議会の先導的な取組を支援
　①全県在宅医療推進協議会の運営
　②地域在宅医療推進協議会の運営

・事業主体：県医師会
・内容：推進体制構築や普及啓発等で先導的な取組
・経費内訳
    ①県在宅医療推進協議会 8,539
　　②地域在宅医療推進強化事業等 73,800

82,339

今後増加する看取りへの対応等、在宅移行
時の多様な医療ニーズに対応するため、訪
問看護ｽﾃｰｼｮﾝの機能強化に対する各種支援
を実施

・事業主体：県、県看護協会
・対象：訪問看護ステーション
・内容：①在宅看護拠点整備事業
　　　　②特定行為受講支援事業
　　　　③在宅看護連携強化事業（県看護協会補助）
・経費内訳：①30,285
　　　　　　②20,000
　　　　　　③ 4,564

54,849

訪問看護師の資質向上・離職防止を推進す
るため、機能強化型訪問看護ステーション
による小規模訪問看護ステーションへの教
育にかかる経費を支援

・事業主体：県
・内容：機能強化型訪問看護ステーションが地域の小規
　　　　模訪問看護ステーションに対して、同行訪問や
　　　　集合研修等の教育支援に取り組む
・経費内訳：15,100（基準額3,020千円×1/2×10事業所）
　　　　　　同行訪問に要する経費（逸失利益相当）、
　　　　　　研修会開催経費

15,100

身近な健康相談の場の提供と医療・介護の
連携強化のため、「まちの保健室」を開設

・事業主体：県看護協会
・内容：「まちの保健室」の開設
・経費内訳：開設経費等 17,847

17,847

安定的な訪問看護サービスの提供体制を確
保するため、訪問看護師の養成を支援
　①初任者研修
　②ICT機器等の整備

・事業主体：訪問看護ステーション
・内容：初任者研修、ICT機器等整備
・経費内訳：①研修11,000（@220×100人×1/2）
　　　　　　②機器整備25,875（@500×69箇所×3/4）

36,875

適正なリハビリ・評価をできる人材を育成
するため、訪問看護STに所属する療法士等
を対象とした研修を実施

・事業主体：県
・内容：脳性まひ等肢体不自由児者のリハビリに関する療
        法士等を対象とした研修を実施
・経費内訳：研修開催費用 2,279

2,279

31,449

在宅歯科医療推進のための資質向上や体制
充実に向けた先導的な取組みを支援
＜全県事業＞
　①【新】廃用症候群による口腔機能低下
　　を治療するための歯科支援
　②【新】女性歯科医師復職支援
　③重篤在宅患者対応歯科支援
　④医療従事者育成研修
  ⑤歯科のない病院との医科歯科連携等
＜地域事業＞
　⑥地域課題対応対策支援

・事業主体：県歯科医師会、神戸市歯科医師会
・内容：研修、機材整備、医科歯科連携、在宅歯科
　　　　医療連携室の機能強化、啓発関係
・経費内訳：①全県事業 11,700
　　　　　　②地域事業 18,000

29,700

在宅の障害者、要介護高齢者等が通所施設
や地域の歯科診療所で歯科健診を受診しや
すい体制の整備

・事業主体：県歯科医師会、県
・内容：研修会の開催
・経費内訳：研修 640

640
通所施設での歯科健診
等実施体制整備事業

在宅歯科医療推進事業

(2)在宅歯科医療の推進

在宅医療充実強化推進
事業

訪問看護師充実支援事
業

「まちの保健室」によ
る健康づくり推進事業

14,900

在宅医療地域ネットワーク整備事業

医療的ケア児等医療提
供体制確保事業

脳性まひ等肢体不自由
児者にかかる療法士研
修事業

在宅看護体制機能強化
事業

訪問看護ステーション
教育支援強化事業

地域における在宅医療体制の充実を図るた
めの在宅看取り医療連携システムを整備

・事業主体：県医師会
・内容：①地域看取り医療連携システム整備事業
　　　　②在宅看取り啓発事業
・経費内訳
　　　　①14,400
    　　②500

在宅看取り医療連
携システム整備事
業
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誤嚥性肺炎発症及び再発の予防を図るた
め、口腔ケアによる肺炎予防についての検
討会議、・研修等を実施

・事業主体：県
・内容：①予防検討会議の開催
　　　　②口腔ケアに関する記載等の調査
　　　　③口腔ケア実践研修の開催
　　　　④口腔ケアマニュアルの作成
・経費内訳
　　　　①243、②23、③293、④550

1,109

6,006

在宅医療の推進を図るため、訪問薬剤管理
指導を行う薬局薬剤師の育成を支援

・事業主体：県薬剤師会
・内容：①多職種連携のための研修会
　　　　②残薬整理業務
・経費内訳：①4,317
　　　　　　②1,288

5,605

終末期医療において必要な医療用麻薬を円
滑に供給するため、体制整備を支援

・事業主体：県薬剤師会
・内容：在庫管理システム普及啓発及び操作説明会 401

医科・歯科・介護連携
による肺炎予防事業

(3)在宅薬剤医療の推進

訪問薬剤師育成等事業

終末期医療用麻薬円滑
供給体制整備事業

3 
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３　医療従事者確保対策事業 1,617,927

(1)医師確保対策 581,169

2,765

医師不足状況等の
調査・研究

診療科別医師数や診療科の再開休止状況等
について調査し、県内の医療情勢を把握

・事業主体：県
・内容：医療機関医師数等調査
・経費内訳：調査費　35

( 35)

地域医療シンポジ
ウムの開催

地域医療関係者の地域医療に対する認識の
共有を促進するため、全県シンポジウム及
び地域での講習会を開催

・事業主体：地域医療活性化センター（神戸大学）
・内容：シンポジウムの開催（全県、地域）
・経費内訳：全県　1,051、地域　1,050

( 2,101)

兵庫県地域医療支
援センター運営委
員会の運営

医療関係者で構成する兵庫県地域医療支援
センター運営委員会を設置し、医師の確保
や医師のキャリア形成支援のための有効な
方策などを検討し、効果的な医師確保対策
事業の実施に繋げる

・事業主体：県
・内容：運営委員会の開催
・経費内訳：開催経費 629

( 629)

199,160

修学資金説明会の
開催

高校生等を対象とした修学資金制度の魅力
をPRする説明会を開催

・事業主体：県
・内容：修学資金制度説明会の開催
・経費内訳：開催経費 154

( 154)

修学資金の貸与
（神戸・岡山・鳥
取）

卒後９年間、県が指定する医療機関で勤務
することを条件に、県で修学資金を貸与
し、へき地等で勤務する医師を養成

・事業主体：神戸大学、岡山大学、鳥取大学
・内容：修学資金貸与
　　　　 　H31定員：神戸大学12名、岡山大学2名、
　　　　　　　　　　鳥取大学2名
・経費内訳：貸与額(6年間)：11,516/人

( 167,380)

地域医療研修の実
施

地域医療を支えていく連帯意識の醸成等を
図る合同研修及び卒後早期に戦力となれる
よう学年進行に沿った体系的な実践研修を
実施

・事業主体：地域医療活性化センター（神戸大学）
・内容：地域医療使命感醸成のための体験型研修
　　　　（へき地合同研修、技術研修等）
・経費内訳：研修経費等 20,665

( 20,665)

ｷｬﾘｱ形成支援相談
の実施

県養成医学生及び県養成医に対するキャリ
ア形成や技術面・心理面のきめ細やかな支
援相談を実施

・事業主体：地域医療活性化センター（神戸大学）
・内容：大学教員によるキャリア形成支援相談
・経費内訳：担当教官人件費 9,625

( 9,625)

派遣調整会議を通
じた派遣・研修先
の決定

県養成医の派遣・研修先を協議する機関と
して、医療関係者で構成する派遣調整会議
を設置し、へき地医療機関の派遣要望や県
養成医の希望を踏まえた上で、医療関係者
合意のもと、派遣・研修先を決定

・事業主体：県
・内容：派遣調整会議の開催
・経費内訳：開催経費等 1,336

( 1,336)

10,424

地域医療支援医師
県採用制度

後期研修修了医師、へき地勤務に興味があ
る医師等を対象に、県で採用し、専門性向
上を配慮しつつ地域医療機関へ派遣

・事業主体：県
・内容：後期研修医コース、専門研修医コース、地域
　　　　医療支援医師コース
・経費内訳：研究研修費 500/人×1/2

( 4,500)

へき地若手医師
キャリアパスサ
ポート事業

へき地に勤務する若手医師等への専門医・
学位取得や研究活動への支援により、へき
地定着を促進

・事業主体：地域医療活性化センター（神戸大学）
・内容：へき地勤務若手医師等へのキャリアパス
　　　　サポート
・経費内訳：①専門医・学位取得サポート　　643
　　　　　　②研究活動支援　　　　　　　4,914
　　　　　　③研究ネットワーク構築支援　　367

( 5,924)

地域医療人材資質向上事業 122,770

臨床技能研修

地域医療活性化センターのシミュレーター
機器等を活用した研修により、技能獲得と
ともに診療現場での不安払拭に繋げること
で、若手医師等が診療現場において早期に
戦力となれるよう支援

・事業主体：地域医療活性化センター（神戸大学）
・内容：医師等を対象とした各種研修
・経費内訳：①基礎（救命措置等）　30,138
　　　　　　②専門（腹腔鏡）　　　37,241
　　　　　　③研修機器整備　　　　11,060

( 78,439)

女性医師等再就業
支援研修事業

結婚・出産等により離退職した女性医師等
に対する相談窓口の設置や大学病院等高度
医療機関での復職支援プログラムの実施

・事業主体：県医師会、地域医療活性化センター（神
　　　　　　戸大学）
・内容：相談窓口の設置、復職支援プログラムの実施
・経費内訳：①県医師会 1,008
　　　　　　②神戸大学 2,003

( 3,011)

ドクターバンク支
援事業

医師不足医療機関の医師確保を図るため、
医師会ﾄﾞｸﾀｰﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑよる利用者の掘り起こ
しを図るとともに、へき地医療機関勤務を
希望する者に対し、へき地医療機関におい
て臨床研修を実施

・事業主体：県医師会
・内容：ドクターバンクの運営強化、登録者向け研修
・経費内訳：①機能強化　3,526
　　　　　　②研修　　  1,001

( 4,527)

地域医療人材資質
向上事業
(小児救急医療研
修)

小児救急医療の体制を強化するため、小児
科専門医以外の医師を対象に一次小児救急
医療に関する研修を実施

・事業主体：県医師会
・対象：小児科専門医以外の医師（休日夜間急患ｾﾝﾀｰ
　　　　等で初期救急医療に従事（予定）する医師）
・経費内訳：研修経費 814

( 814)

臨床技能研修（エ
キスパートメディ
カルスタッフの育
成）

診療現場において想定される症例や求めら
れる技能に応じた高度な研修を実施

・事業主体：地域医療活性化センター（神戸大学）
・内容：メディカルスタッフを対象とした専門性向上
　　　　のための各種研修
・経費内訳：15コース（災害・救急等） 35,979

( 35,979)

地域医療支援医師ｷｬﾘｱ形成支援事業

へき地等勤務医師養成派遣事業

兵庫県地域医療支援センター運営事業
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④-2

178,750

地域医療機関医師
派遣事業
（医師派遣等推
進）

医療審議会の派遣調整に基づき、医師派遣
を行う医療機関に対し、医師派遣に伴う逸
失利益相当額を助成

・事業主体：へき地医療機関に医師派遣を行う医療
　　　　　　機関
・内容：派遣に伴う逸失利益相当額の助成
・経費内訳：@1,250/人・月×2.5人×12月×1/2

( 18,750)

地域医療機関医師
派遣事業
（寄附講座）

神戸大学、兵庫医科大学、大阪医科大学に
寄附による特別講座を設置し、地域医療研
究を通じて医師不足が深刻な地域医療機関
を支援

・実業主体：神戸大学、兵庫医科大学、大阪医科大学
・内容：寄附講座の設置
・経費内訳：①神戸大学 80,000（但馬、丹波）
　　　　　　②兵庫医科大学 50,000（丹波）
　　　　　　③大阪医科大学 30,000（中、西播磨）

( 160,000)

産科医等の処遇を改善し確保を図るため、
分娩手当等を支給する産科医療機関に対
し、その経費の一部を助成

・実業主体：産科医療機関
・内容：分娩手当、研修医手当の一部助成
・経費内訳：
　①産科医等確保支援 50,000（@10×25,000人×1/5）
　②産科医等育成支援  1,600（@50×96月×1/3）

51,600

周産期医療の機能強化を図るため、協力病
院の運営費の一部を助成（指定から３カ
年）

・対象：周産期医療協力病院
・内容：宿日直、待機手当等の1/2相当額の助成
・経費内訳：@1,000×6病院

6,000

臨床研修医確保のため、県内外の医学生を
対象に、県内臨床研修病院の合同説明会を
開催

・実業主体：県
・内容：県内臨床研修合同説明会
・経費内訳：開催経費 300

300

実効的な医師確保を進めるための医師確保
計画の策定

・実施主体：県
・内容：①地域医療対策部会の開催
　　　　②圏域検討委員会の開催
　　　　③実態調査の実施

7,000

新生児における検査や疾患に対する医師等
の資質向上を図るため、検討会や研修会を
実施

・事業主体：県
・対象：医療従事者
・内容：検討会、研修会
・経費内訳：①検討会1,305、②研修会1,095

2,400

(2)看護職員等確保対策 820,485

240,127

看護師等養成所運
営費補助

看護職員の確保を図るため、看護師等養成
所の運営に要する経費の一部を助成

・対象：看護師等養成所
・内容：看護師等養成所の運営費
・経費内訳：222,704

( 222,704)

看護職員県内定着
支援事業

看護職員の確保を図るため、入学生に対す
る県内医療機関等への就職率に応じた養成
所運営費補助を加算

・対象：看護師等養成所
・内容：看護師等養成所の運営費に県内就業率に
        応じた加算を実施
・経費内訳：9,500

( 9,500)

看護職員確保のた
めの進学説明会等
の開催

看護職員の養成力強化等を図るため、高校
生や社会人を対象に看護系学校の進学説明
会等を開催

・事業主体：県看護協会等
・内容：進学説明会等の開催
・経費内訳：進学説明会等 1,923

( 1,923)

看護師等養成所運
営費補助

看護職員の確保を図るため、看護師等養成
所の運営に要する経費の一部を助成

・対象：姫路赤十字看護専門学校
・内容：看護師等養成所の運営費
・経費内訳 6,000

( 6,000)

18,763

保健師助産師看護
師実習指導者講習
会

看護師等養成所の実習施設における実習指
導者を確保するため、実習指導に必要な知
識・技術を修得させる実習指導者講習会等
を開催（一般分野：毎年開催、特定分野(病
院以外の実習施設の指導者等)

・事業主体：県、県看護協会
・対象：実習施設の看護職員等
・経費内訳：研修費 3,710

( 3,710)

看護職員資質向上
推進事業

県内看護職員の臨床実践能力の向上を総合
的に推進するため、企画検討会議や各種研
修を実施

・事業主体：県、県看護協会
・内容：看護職員の職種や勤務場所、専門分野等に応
　　　　じて、必要な知識・技能を身につけるための
　　　　研修を開催
・経費内訳：研修費 10,553

( 10,553)

助産師資質向上研
修支援事業

地域における安全・安心・快適なお産の場
の提供を図るため、助産師の実践能力を強
化する研修を実施

・事業主体：県助産師会
・対象：助産師
・内容：日本看護協会「ｸﾘﾆｶﾙﾗﾀﾞｰ」に準拠した研修
・経費内訳：研修 4,000（@1,000×4コース）

( 4,000)

歯科技工士技術研
修事業

新人を中心とした研修体制の構築や新たな
技法の導入に対応できる質の高い歯科技工
士を育成するため、検討会及び研修を実施

・事業主体：県歯科技工士会
・対象：歯科技工士
・内容：新人研修、テーマ別研修
・経費内訳：研修費 500

( 500)

看護職員の人材確保を図るため、ナースセ
ンターの機能を充実・強化

・事業主体：県看護協会、県
・内容：ナースセンター運営、
        支所・サテライト運営（4箇所）
　　　　広報充実等
・経費内訳：①運営費     10,181
            ②ｻﾃﾗｲﾄ運営　 7,511
　　　　　　③実態調査等  8,621

26,313

産科医等育成・確保支
援事業

周産期及び小児期の課
題解決に向けた医療人
材育成事業

臨床研修病院合同説明
会の開催

周産期医療協力病院支
援事業

看護職員養成力強化事業

看護職員資質向上事業

ナースセンター運営事
業

医師確保計画の策定

地域医療機関医師派遣事業
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535,282

看護職員離職防
止・確保対策事業
経費

看護職員の離職防止を図るため、各種研
修、相談事業等を実施

・事業主体：県看護協会、県
・内容：離職防止対策事業、各種研修、相談事業等
・経費内訳：①離職防止対策事業 17,044
　　　　　　②各種研修 4,411
　　　　　　③相談事業 4,952

( 26,407)

新人看護職員卒後
臨床研修事業

新人看護職員の早期離職防止を図るため、
各医療機関が実施する新人看護職員研修費
の一部を助成

・事業主体：県看護協会、医療機関等
・対象：新人看護職員等
・経費内訳：研修費 43,725

( 43,725)

看護職員地域合同
就職説明会開催事
業

地域内の医療機関･福祉施設等が合同で開催
する就職説明会の開催費を助成

・事業主体：県看護協会等
・内容：地域合同就職説明会
・経費内訳：2,000×5箇所

( 10,000)

看護職員等復職支
援研修助成事業

医療機関等が開催する復職支援研修の経費
の一部を助成

・事業主体：医療機関等施設、看護師等養成所等
・内容：講義、講習、実習を含めた復職支援研修
・経費内訳：15,000（@500×30箇所）

( 15,000)

病院内保育所運営
費補助

民間の病院内保育所運営費の一部を助成
・対象：民間病院等
・内容：運営費の一部助成
・経費内訳：事業費 364,193

( 364,193)

看護職員確保対策
総合施設整備事業

県内看護職員の確保を総合的に推進するた
め、看護師等養成所や医療機関の施設・設
備整備にかかる費用を助成

・事業主体：看護師等養成所、医療機関等
・内容：病院内保育所、看護師等養成所等の
　　　　施設整備にかかる経費を補助
・経費内訳：事業費 75,957

( 75,957)

(3)その他医療従事者の確保対策 2,048

歯科医療現場の歯科衛生士不足を解消する
ため、「復職研修プログラム」作成のため
の検討会、研修会を実施

・事業主体：県歯科衛生士会
・内容：「復職研修プログラム」作成検討会、
　　　　歯科衛生士復職支援研修会の実施
・経費内訳：①検討会 147
　　　　　　②研修会 506

653

周産期のメンタルヘルスケアの充実を図る
ために、産科と精神科とのネットワークを
構築し、連携強化のため、産婦人科等医師
等による協議会を開催し、医療従事者の不
安解消と研修体制を支援

・事業主体：県、県産婦人科学会
・内容：周産期メンタルヘルス連携協議会、専門研修
　　　　会の開催
・経費内訳：①連絡協議会 1,101
　　　　　　②専門研修会   294

1,395

(4)医療従事者の勤務環境改善 214,225

医療機関の勤務環境改善を図るため、勤務
環境改善に関する相談対応、勤務環境改善
の取組を推進するための普及啓発活動等を
実施

・事業主体：県
・対象：医療機関
・内容：調査、関係機関連絡会議、普及啓発、相談
　　　　対応、取組支援等
・経費内訳：会議、普及啓発経費等 10,021

10,021

効率的な小児救急医療体制の構築を図るた
め、小児救急医療電話相談を全県域で実施

・事業主体：市町又は病院・診療所開設者等
・内容：①小児救急医療相談の実施（#8000）
　　　　②地域における小児救急医療相談窓口の設置
・経費内訳：① 65,608
　　　　　　② 33,580

99,188

小児救急医療の確保を図るため、2次救急医
療機関として必要な診療機能等を備えた病
院による夜間・休日の輪番制を実施

・事業主体：市町・病院等、又は市町等の要請を受け
　　　　　　小児科救急対応病院群輪番制の運営を
　　　　　　行う病院の運営事業に対し、補助する
　　　　　　市町等
・内容：小児科救急対応病院群輪番制の運営に必要な
　　　　給与費を補助
・経費内訳：事業費：105,016

105,016

合計 4,426,141

小児科救急対応病院群
輪番制運営費補助事業

離職歯科衛生士への復
職支援事業

周産期メンタルヘルス
に関する専門人材育成
事業

医療機関勤務環境改善
支援センター設置費

看護職員離職防止・再就業支援事業

小児救急医療相談窓口
運営費
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